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精神保健福祉士 和深睦美



はじめに

精神科医療の目的は、精神症状の改善だけではなく、精神疾
患をかかえていても、その人が住み慣れた地域で、

「自分らしく」生活を続けられることにあります。

近年の精神科医療は、

「入院中心の医療」→「地域生活を支える医療」に大きく変
化しており、治療を受ける、住まいを確保する、日中活動に
参加する、就労する、人とつながりをもつ、という生活全体
を支援することが大切です。

そのためには、医療だけでなく、様々な制度や社会資源を活
用しながら生活全体を支える視点が重要になります。



本日の内容

•精神科病院で活用する制度

•生活を支える社会資源

•事例紹介

•岸病院の紹介と受診、入院相談のポイント



精神科病院で活用する制度
自立支援医療（精神通院）

精神障害者保健福祉手帳

障害年金



自立支援医療（精神通院）とは

精神通院医療とは、精神疾患のために

“継続した通院治療が必要な人” の医療費を
軽減する制度で、通常3割の医療費が原則1割
になる。さらに所得に応じて月ごとの自己負
担上限額が決まり、それ以上は支払わなくて
よい仕組み。



対象となる主な疾患

•統合失調症

•うつ病・双極性障害

•不安障害・パニック障害

•発達障害（ASD/ADHD）

•てんかん

•認知症

•PTSDなど



対象となる医療サービス

•精神科・心療内科の通院

•薬局での調剤

•精神科デイケア

•訪問看護（精神科訪問看護）

•カウンセリング（医療保険が適用されるもの）

※入院費は対象外

※利用できるのは「指定自立支援医療機関」に限られる



自己負担額
所得区分別自己負担割合

所得区分 自己負担割合

自己負担上限額

「重度かつ継続」
該当する（注2）

「重度かつ継続」
該当しない

生活保護世帯 なし（0円） 0円 0円

市町村民税非課税世帯
（本人収入80万円以下）

1割負担 2,500円 2,500円

市町村民税非課税世帯
（本人収入80万円超）

1割負担 5,000円 5,000円

市町村民税課税世帯
（所得割）3万3千円未満

1割負担 5,000円 医療保険の自己負担限度額

市町村民税課税世帯
（所得割）23万5千円未満

1割負担 10,000円 医療保険の自己負担限度額

市町村民税課税世帯
（所得割）23万5千円以上

1割負担
20,000円
（注1）

自立支援医療対象外

（注1）市町村民税課税額が23万5千円以上の世帯の方は、
「経過的特例措置」により令和9年3月31日までは対象。

（注2）「重度かつ継続」

医療保険の高額療養費で多数該当（前12か月以内に3回
以上通院）の方

ＩＣＤ-10における次の分類に該当する方

Ｆ0 症状性を含む器質性精神障害

Ｆ1 精神作用物質使用による精神及び行動の障害

Ｆ2 統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害

Ｆ3 気分（感情）障害

Ｇ40 てんかん

3年以上の精神医療の経験を有する医師により、以下の症
状を示す精神障害のため計画的、集中的な通院医療を継
続的に要すると診断された者として、認定を受けた方

情動及び行動の傷害

不安及び不穏状態

＊群馬県HPより引用



申請に必要なもの

•医師の診断書（自立支援医療用）
•申請書（市区町村窓口にあり）
•健康保険証
•マイナンバー
•所得証明書（必要な場合）

＊精神障害者保健福祉手帳と同時申請可能



有効期限と更新

•有効期間は1年（２年に一度診断書が必要）

•更新は期限の3か月前から可能

•医療機関・薬局を変更する場合は届出が必要



精神障害者保健福祉手帳 とは

精神障害のある方の自立と社会参加の促進を
目的とした制度で、一定の精神疾患により日
常生活や社会生活に制約があることを公的に
証明するもの。

手帳を所持することで、税制上の優遇、交通
運賃の割引、福祉サービスなど、自治体や企
業からの各種支援を受けやすくなる。



対象者

精神疾患（知的障害を除く）を有し、長期に
わたり日常生活または社会生活に支障がある
方で、交付を希望される方

年齢による制限や在宅・入院の区別はないが、
初診から６ヵ月が経過していること



障害等級

•１級（重度）から３級（軽度）まで

•厚生労働省が示す判断基準により、精神疾患（機
能障害）とそれに伴う能力障害の状態の両面から
総合的に判定される

•非該当となった場合は、群馬県より不承認通知書
が交付となる



受けられる支援

•税金の控除

等級により所得税、市県民税、相続税の控除が受けられる

•公共料金等の減免

自動車税の減免→1級の手帳と自立支援医療の両方持って
いる方

NHK受信料の減免→手帳を持っている方の世帯全員が非課
税、世帯主が1級の手帳を持っている場合に、全額もしく
は半額免除



•社会参加の促進

市内路線バス無料、携帯電話の基本料割引

タクシー券の交付→1級の手帳を持っている在宅の方

•医療

後期高齢者医療→65歳以上75歳未満で、1～2級の手
帳を持っている方



申請に必要なもの

•医師の診断書（手帳用）または、障害年金証書

•申請書（市区町村窓口にあり）

•証明写真

•マイナンバー

＊自立支援医療と同時申請可能

＊2年に1回更新が必要



障害年金とは

国民年金や厚生年金に加入している方が、

病気やけがのために一定以上の障害が残り、働く
ことや日常生活に支障をきたす状態になった場合、

等級に応じて受け取ることができる公的年金制度



年金の種類

•障害基礎年金

病気やけがで初めて病院にかかった時（初診日）
に国民年金に加入していた場合に請求

•障害厚生年金

初診日に厚生年金に加入していた場合に請求



対象となる疾患

•統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害

•気分（感情）障害

•症状性を含む器質性精神障害

•てんかん

•知的障害

•発達障害

＊人格障害、神経症は原則として認定の対象とならない。

ただし、神経症においては精神病の病態を示しているものについては、

統合失調症又は気分（感情）障害に準じて取り扱う。



受給要件

•初診日要件

障害の原因となった病気やけがで、初めて医師の
診察を受けた日が、国民年金または厚生年金に加
入している期間であること。



•保険料納付要件
初診日の前日において、初診日がある月の2カ月前
までの間で、年金保険料の納付もしくは、免除期
間をあわせた期間が3分の2以上あること。

（＊特例あり）



•障害認定日要件
初診日から1年6か月経過後、または症状が固定し
た時点で障害の程度が年金支給要件に該当するこ
と。



•障害等級
障害の重さに応じて1級～3級に分類され、等級に
より受給額が決まる。精神疾患や知的障害も対象
となり、厚生労働省が定める「障害認定基準」に
より認定される。



＊日本年金機構HPより

【障害の程度1級】

他人の介助を受けなければ日常生活のことがほと
んどできないほどの障害の状態です。身のまわり
のことはかろうじてできるものの、それ以上の活
動はできない方（または行うことを制限されてい
る方）、入院や在宅介護を必要とし、活動の範囲
がベッドの周辺に限られるような方が、1級に相当
する。



＊日本年金機構HPより

【障害の程度2級】

必ずしも他人の助けを借りる必要はなくても、日
常生活は極めて困難で、労働によって収入を得る
ことができないほどの障害です。例えば、家庭内
で軽食をつくるなどの軽い活動はできても、それ
以上重い活動はできない方（または行うことを制
限されている方）、入院や在宅で、活動の範囲が
病院内・家屋内に限られるような方が2級に相当す
る。



＊厚生労働省HP（年金制度の仕組みと考え方）より



生活を支える社会資源
グループホーム（共同生活援助）

精神科デイケア

訪問看護



グループホーム（共同生活援助）とは

•地域で自立して生活することを望む障害者
に対し、金銭管理や食事などの日常生活に
ついて援助や介護を受けながら集団で生活
する場を提供し、自立生活を援助すること
を目的とした制度



介護サービス包括型

•最も一般的なグループホーム

•グループホーム職員が、食事づくり・掃除・洗
濯・服薬支援・金銭管理・見守りなど日常生活の
支援をホーム内でまとめて提供する

•夜間・早朝も含めて24時間の見守り体制が基本



日中サービス支援型

•24時間体制で、日中も夜間も切れ目なく支援す
るグループホーム

•日中もホーム内で生活支援・活動支援を提供

•重度障害があり、常時の見守りや介助が必要な方
のための最も手厚い類型



主な支援内容

•日常生活支援

食事の準備や掃除、洗濯、買い物など、生活に必
要な家事に関する支援や助言。また、生活リズム
を整えるための声かけや、金銭管理に関する支援
も行われる。利用者ができることは自分で行いな
がら、必要な部分を補うことで、自立した生活能
力の維持・向上を目指している。



•健康管理

服薬の確認や受診の促し、体調変化の観察などを
行い、医療機関や訪問看護などと連携しながら、
治療継続を支援する。また、体調不良や症状の変
化を早期に把握し、必要な支援につなげる役割も
ある。



•相談支援

対人関係、家族関係、金銭面、就労や将来の生活
に関することなど、さまざまな相談に対応し、必
要に応じて関係機関との連絡調整を行う。利用者
の思いや希望を尊重しながら、一緒に課題解決を
考え、その人らしい地域生活の実現を支援する。



精神科デイケアとは

•精神疾患を持つ方が、安定した日常生活や社会復帰に向け
て、仲間づくりと生活能力の回復を目的とするリハビリ
テーションの場。

•福祉サービスではなく、精神科医療機関で実施される外来
診療、精神科リハビリテーションとして位置づけられてお
り、医師、看護師、精神保健福祉士、作業療法士、公認心
理師など多職種が連携して支援を行う。



岸病院デイケア（ひだまり赤岩）

【活動日、時間】

月・火・木・金・土（水、日、祝祭日は休み）

午前９時～午後４時まで ６時間程

＊ショートケア（３時間）の利用も可能

【スタッフ】

医師（兼任）、看護師、作業療法士、准看護師、助手



【週間スケジュール】

月 火 水 木 金 土

午前 エクササイズ 趣味活動･創作

休み

エクササイズ 趣味活動･創作 エクササイズ

午後 エクササイズ スポーツ(卓球) エクササイズ スポーツ(卓球) 映画鑑賞



【利用人数】

登録人数 約35名

1日の利用人数 10～20名程度

【利用者の疾患】

統合失調症、うつ病、双極性感情障害、対人恐怖症など
の神経症

【利用者の年齢】

20代～60代 幅広い年齢層



【利用の流れ】

1．主治医に利用の相談

2．デイケアの見学

3．デイケアの体験利用

4．利用開始

＊別の医療機関に通院されている方の場合は、見学もしくは体験
利用後に、主治医の先生からの診療情報提供書をいただき、当院
の医師の診察を受けていただきます。



訪問看護

3つの訪問看護

・精神科病院の訪問看護

・訪問看護ステーションの訪問看護

・介護保険による訪問看護



3つの訪問看護の位置づけ

精神科病院の訪問看護 ステーションの訪問看護 介護保険の訪問看護

実施主体 精神科医療機関 訪問看護ステーション 訪問看護ステーション

制度 医療保険（精神科訪問看護
指導料）

医療保険（訪問看護療養費） 介護保険

対象 外来患者・退院直後の患者 精神疾患のある在宅生活者 要介護認定を受けた主に高齢者

指示書 主治医の指示 精神科医の指示書が必須 主治医の指示書＋ケアプラン

目的・特徴 治療の延長としての管理 地域生活の維持・再発予防 生活支援、身体介護、医療処置



認知症の方の訪問看護

1．主病名が認知症のみ
→原則 介護保険の訪問看護

要介護認定を受けている場合は、介護保険が優先される

精神科医の指示がある場合は、精神科病院の訪問看護の利用は可能



2．認知症＋精神疾患
→医療保険で精神科訪問看護の利用可能

精神科訪問看護ステーション利用の場合は精神疾患の診断が必要



3．精神科在宅患者支援管理料を算定している
認知症の方

→医療保険で精神科訪問看護の利用可能

重度認知症で通院が困難な方に、精神科医による定期的な訪問診
療や訪問看護を行う場合



事例紹介

支援のプロセスや社会資源の活用について



事例紹介

•Aさん 50代男性（モデル事例）

＊複数の事例を参考に再構成

•背景

統合失調症

入退院を繰り返している（怠薬し病状が悪化）

家族支援が乏しい（父母は高齢）



•課題

経済的困窮（父母の年金のみ）

服薬の継続（病識を持ちにくい）

日中活動の場がない（生活リズムの乱れ）



•支援

障害年金、自立支援医療の申請（注射剤の導入）

訪問看護の導入（服薬確認、相談支援）

精神科デイケアの利用（生活リズムの安定）



岸病院の紹介













岸病院の特色

•精神科医（常勤8名 非常勤11名）女性医師が多
く在籍

•内科医（呼吸器専門）が常勤しており身体合併症
の対応も可能

•児童精神科外来（幼児～小学生を対象に専門診
療）



受診・入院相談のポイント

•外来診療について

精神科の初診は、原則として予約制

（最終診察から1年経過した方も初診でのご案内）

地域連携室で相談を受け、予約日を案内。



•初診予約について

1. 電話相談

地域連携室スタッフ（精神保健福祉士）が、現在
のご様子や受診希望内容をうかがう。

直接来院された場合もまず、地域連携室スタッフ
が対応。



2. インテーク（事前聞き取り）

•現在の症状・困りごと（いつから・どんな症状があ
るか）

•これまでの治療歴・服薬状況

•生活歴（出身、学歴、職歴、家族状況等）

•紹介状の有無（すでに他医療機関を受診されている
方は必要になります）

•福祉、介護サービスの利用状況



3. 初診予約の確定

インテーク内容に基づき、初診日時を調整し予約
を確定。

高齢の方など必要に応じて、ご家族の同行をお願
いすることがある。



•入院相談について

1.電話相談

受診相談と同様に、地域連携室スタッフが現在の
ご様子や本人、家族の意向を確認する。



2.インテーク

受診相談と同様に聴き取りを行う。

インテーク内容により、

・緊急度は？

・任意入院or医療保護入院？

・医療保護の場合は、同意者は？

・身体疾患があれば、当院で対応可能か？

などを確認。



医療保護入院とは…

医療及び保護のため入院の必要があって任意入院が行わ
れる状態にない場合に、精神保健指定の判断と家族等の
同意のもとに行う入院形態

【同意者】

1.配偶者 2.父母 3.祖父母等 4.子・孫等 5.兄弟姉妹

6.後見人または保佐人

7.家庭裁判所が選任した扶養義務者



3.入院日程調整

入院受け入れについて医師に相談し、判断を仰ぐ。

受け入れ可となれば、日程調整を行う。

医療保護入院の可能性がある場合は、同意者にな
り得る家族の同席が必要。



4.入院案内

入院時の持ち物、入院費用について説明。

必要に応じて、入院環境や入院時の処遇について
も説明。



最後に
本日は、精神疾患を抱える方の生活を支えるために欠かせ
ない制度や社会資源、そして支援の視点についてお伝えし
ました。

精神科医療の「地域生活を支える医療」への変化にともな
い、介護の現場でも、精神障害のある方、こころに不調を
抱える方と関わる場面が増えていると思います。

こうした流れのなかで、「精神障害者にも対応した地域包
括ケアシステムの構築」や「重層的支援体制整備事業」
といった地域全体で支える仕組みづくりも進んでいます。

精神科の制度や社会資源を知り“つなぐ視点”を持つことは、
利用者さんの「困りごと」を支える手がかりにもなると思
います。



ご清聴ありがとうございました
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